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さいたま保健医療圏におけるニーズ調査について（調査概要）

病院整備計画中止後の浦和美園県有地の活用方法を検討するに当たっては、地域の医療提供体制の観点から、地域の医療ニーズを把握する
必要があるが、大学附属病院の公募を行った平成26年と現在を比較すると、地域の人口構成や医療提供体制は大きく変化している。

また、浦和美園地区を含むさいたま保健医療圏では、病院整備計画があったことで、病床の公募が行われず、病床を整備したくてもできない
との声があったところである。

そこで、県としての今後の対応を検討するに当たり、地域医療構想推進会議等での意見を踏まえ、さいたま保健医療圏における医療提供体制
についての意見や病床整備の意向について、下記のとおり調査を実施した。

２ 調査対象 さいたま保健医療圏内の医療機関（39病院及び２４有床診療所）、県医師会、さいたま市４医師会、さいたま市

３ 調査内容

医療機関向け 医師会・さいたま市向け

１ さいたま保健医療圏における今後の
病床整備について

ア 病床整備の意向
イ 整備を希望する病床機能等
ウ 浦和美園の県有地の活用意向

（及び活用する際の条件）

ア 病床整備の必要性
イ 必要と考えられる病床機能等

２ さいたま保健医療圏における地域の
医療提供体制の実情について
（自由記述）

ア 医療人材・介護人材の確保について
イ 医療機能別、診療科別に生じている課題について
ウ その他意見

参考 医師派遣機能・医師育成機能を
有する新たな大病院について
（自由記述）

ア 医師派遣機能・医師育成機能を有する新たな大病院が、現状でも県内に必要かどうかにつ
いて

イ 上記の機能を有する大病院の整備に、浦和美園県有地を活用することについて

４ 調査期間 令和7年６月９日～令和７年６月２０日

１ 調査背景
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ア 仮に公募を行った場合の整備意向
⇒整備意向がある医療機関 7件（病院6件、有床診1件）

イ 整備を希望する病床機能（医療機能）、病床数
⇒急性期（周産期等）234床、回復期155床、計389床

ウ 浦和美園県有地を活用した整備意向
⇒いずれも活用意向無し

ア 医療人材・介護人材の確保について
⇒複数の医療機関から以下の回答があった。

 「右の職種について、人材確保が難しくなっている。」
 「（仲介企業等を利用している医療機関から）手数料が負担である。」

イ 医療機能別、診療科別に生じている課題について
⇒「地域包括ケア病棟など回復期病床の不足が課題である。」
※「ウ その他」は特筆すべき意見無し。

調査期間：令和７年６月９日～６月２０日
調査対象：さいたま保健医療圏内の病院及び有床診療所 計63件
回答状況：回答54件（回答率85.7％）

調査結果概要（医療機関からの主な回答）

１ さいたま保健医療圏における今後の病床整備について

２ さいたま保健医療圏における地域の医療提供体制の実情について

整備意向

あり

7

整備意向

なし

47

「意向あり」の内訳
・医療機関別 病院6件、有床診1件
・病床機能別 急性期5件、回復期3件

（内1件は重複）
・医療機能 急性期（脳卒中、周産期、

眼科、内科一般等）
回復期（地域包括医療等）

参考：病床整備の意向の有無

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
その他（事務等）

介護系職種

医師

看護助手・補助者

コメディカル

看護師

医療人材全般

参考(ア)：人材確保に苦慮していると回答のあった医療機関数

※複数回答あり。合計は一致しない。

さいたま保健医療圏におけるニーズ調査結果について
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ア 標記機能を有する新たな大病院が、現状でも県内に必要か。
⇒必要 9件(内、県北に必要もしくは県南には不要との意見3件）
 不要（無回答等含む） 45件

イ 標記機能を有する大病院の整備に浦和美園県有地を活用することについて。
⇒浦和美園での活用を望む意見 2件

調査結果概要（医療機関からの主な回答）

参考 医師派遣機能・医師育成機能を有する新たな大病院について

参考：新たな大病院の必要性について

必要

6

県北には必要（もしくは

県南には不要）

3

不要（無回答等含む）

45

さいたま保健医療圏におけるニーズ調査結果について
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団体名 病床整備
の必要性

必要な
病床機能

医療人材、
介護人材の確保

医療機能、
診療科別の課題

その他

さいたま市
４医師会

有・無
両方の
意見あり。

回復期
慢性期

（人材確保について）
・看護師、薬剤師、医療事務職、コメディカル、介護
人材の確保が困難
・医療人材の給与が他職種と比較して、仕事の割に
あわず人材確保ができない。医療介護報酬の引き
上げによる処遇改善が必要。
・医療人材派遣業者や求人サイトの手数料が高額
で負担が大きい。公的な場で手数料をとらずに人
材募集・確保できるようにしなければいけない。
・新たな地域医療構想の検討において、医師偏在
と併せて、上記の職種の人材確保についても考慮
が必要

（その他の意見）
・開業医としては、高齢者の入院先である中小病院
や介護事業所の減少に対する補助金などが現実的。
・専門分野で開業する医師が増えており、以前のよ
うに内科・小児科を広く診ることが減っており、休
日診療所の担当を決める際に工夫が必要（例：小児
が診れない、大人が診れない）。

・夜間・休日は耳鼻科の急患の紹介が難し
い。
・回復期、慢性期、在宅医療への移行が停
滞している。
・急性期病床といっても医療機能等別に
必要病床数を考える必要があり、医療機
能別、診療科別の医師偏在も課題である。
・圏域ごとの地域医療構想に一貫性がな
い。

・交通の便がよい駅周辺の好立地のテナ
ントが空くと、すぐに医療機関が募集さ
れ、医療機関が集中しすぎる。行政は開
業制限により、医療機関が少ない地域に
分散するようにしてほしい。
・病床の稼働率低下、外来の受療率低下
が課題である。
・資料等でさいたま圏域の病床が不足し
ているとされていることに疑問を感じる。

さいたま市 有 回復期
慢性期

・地域包括ケア病棟など回復期機能の不足、在宅医
療等の需要の増加が見込まれる。
・増加が見込まれる在宅医療等の需要に対応する
ため、在宅医療等に関わる多職種連携体制を構築
し、医療と介護をつなげる人材の確保と養成が必
要。

・基幹病院と後方支援病院の連携の一層
の推進が必要。
・回復期、慢性期の病床を整備し、病院間
の連携強化が必要。
・在宅医療を含めシームレスな医療提供体
制の構築のため、多職種が協力して取り
組む体制構築が課題。

・さいたま保健医療圏において、必要病
床数よりも許可等病床数が下回っており、
定量基準分析により不足しているとされ
る回復期・慢性期の病床整備をする余地
があると認識している。
・このことを踏まえて病床整備の方向性
を示してほしい。

さいたま市４医師会及びさいたま市からの回答一覧（１）
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団体名 医師派遣機能・医師育成機能を有する新たな大病院が
現状でも県内に必要かどうか。

左記の機能を有する大病院の整備に浦和美園県有地を
活用することについて

さいたま市
４医師会

４医師会共通の意見として「必要ない」との意見
付随した内容は以下のとおり。
・既存の県内の大学病院等に助成金を出して依頼するべき。大学病院勤務の若
手医師なら、例えば１年間など期間を明示すれば我慢して医局の命令に従うも
のである。
・人口は減少局面になってくるため、既存の大病院を機能させ集約していくべ
き。
・新たな大病院は不要であるが、さいたま市以外の県内に医育及び広域診療機
能を有する医療機関を設置することは検討に値する。医師派遣機能はどのよう
な形であれ充実していただきたい。

・全く必要ない。税金の無駄遣い。長い間大学病院ができるということで我慢さ
せていた周辺住民を納得させるためには、２００床くらいの小規模で入院もで
きる病院があってもよいと思う。
・急性期ではなく、医療系であればホスピスはどうか。あるいは、医療の枠を離
れて考えるべき。
・浦和美園県有地付近には大病院が多数存在しているため、医療機関ではなく
県庁など行政機関を誘致し、活用すべき。

さいたま市 県全体の医師不足対策としての新たな大病院については、県において判断して
ほしい。

浦和美園県有地の活用の検討に進展があれば、速やかに情報提供いただきた
い。

さいたま市４医師会及びさいたま市からの回答一覧（２）
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病床整備（増床）意向のある医療機関一覧

施設名 区分 整備希望
病床機能

整備希望
医療機能

浦和美園
活用意向

整備希望
病床数

A病院 病院 急性期 周産期 無 3～5

B病院 病院 急性期 脳卒中 無 20

C病院 病院 急性期 急性期一般
地域包括
障害者

無 100
50
50

D有床診療所 有床診 急性期 眼疾患 無 4

E病院 病院 回復期 地域包括
医療病棟

無 50

F病院 病院 回復期 基幹病院での
急性期治療後患者や
地域の施設・訪問診療患者の受
け入れ等

無 50～100

G病院 病院 回復期
急性期

記載なし 無 ５
５
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